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Ⅰ．はじめに 
 うつ病スクリーニングによる自殺予防効果は、そのエビデンスが積み重ねられている一

方で、スクリーニングの配布地域が局所的な事例が大半を占め、効果が一部の住民に限定

されるという課題があった。青森県内の郡部に位置するＸ町（人口約 2 万人）は、近年、

比較的高い自殺率を示しており、2009 年より、うつ病スクリーニングを用いた多層的予防

介入を実施している。本介入期間中、スクリーニングの配布対象が局所的な地域に在住す

る特定年代層（局所的配布）から、町全域に在住する特定年齢者（広域的配布）に切り替

え、その前後において介入の効果を評価した。 
 

Ⅱ．方法 

 介入の対象は、Ｘ町に在住する 40 歳～74 歳の一般住民である。介入は、啓発・健康教

育、および、二段階スクリーニングと専門家によるフォローアップから構成されていた。 
１）啓発・健康教育 

介入の候補となる地区において、一般住民やボランティア向けにうつ病や自殺に関する

健康教育を集団場面で実施し、これらに関する情報を広報で伝えた。介入の標的住民に対

してうつ病スクリ－ニングへの参加を募る。広報のみならず住民自治会の連絡網などを活

用している。このプログラムは、Ｘ町全域で、2007 年から 2013 年にかけて随時行われた。 
２）二段階スクリーニングと専門家によるフォローアップ 

2009 年から 2013 年まで、うつ病スクリーングが二段階で行なわれた。まず、一次スク

リーニングにおいて、対象者に抑うつ症状を同定する自記式質問紙を用いたスクリーニン

グ検査への回答を求めた。スクリーニング用質問紙の配布回収法として郵送法を用いた。

これまでの本邦の郡部における実績を鑑みると、自殺死亡率低減効果を得るためには、一

次スクリーニングの参加率が少なくとも 50％以上を要すると考えられる。2009 年から

2011 年の間、毎年、異なる区域の 40～74 歳一般住民（3 年間合計 3,880 名）にスクリー
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ニングを配布した（局所的配布）。2012 年から 2013 年の間、町全域において 35 歳から

60 歳の 5 歳刻みの年齢者（2 年間合計 2,740 名）にスクリーニングを配布した（広域的配

布）。次いで、一次スクリーニング陽性者に対して二次スクリーニングへの参加を促し、リ

スクの高い者の絞り込みを行った。二次スクリーニングでは、保健師や精神保健福祉士ら

がコメディカル向け構造面接法を用いて、電話や対面により本人・家族に面接し、うつ病

エピソードの有無を中心に評価した。また、生活問題を抱える事例に対して専用の相談窓

口を紹介した。  
上記の二段階スクリーニングを経て、要精密検査者を絞り込み、必要に応じて専門医の

面接を実施した後に、専門医への受診勧奨、保健師・精神保健福祉士等による訪問・電話

によるフォローを実施した。 
 

Ⅲ．結果とまとめ 

Ｘ町の介入前の自殺者数の推移をみると、1989 年から 1996 年までは、年間 8 名前後で

推移していたが、1997 年から 2008 年までは、年間 12 名前後で推移していた。介入が局

所的配布によるスクリーニングによって開始された 2009 年以降、自殺者数は減少してい

る。さらに、2012 年に広域的配布により特定年齢者に郵送する方法が実施されて以来、自

殺者数は 2012 年に 6 名、2013 年は 4 名に留まっており、この 2 年間の自殺者数は過去

25 年間で最も低い水準を示している。特に、スクリーニングの対象に含まれている 40～
64 歳の自殺者数の減少が目立っている。 

スクリーニングの配布方法が局所的から広域的へ切り替えられたものの、良好な参加と

精度が保持されており、標的となった壮年層に自殺予防効果が示唆された。広域的スクリ

ーニング配布法による介入に要した費用は、年間、約 62 万円と比較的安価であった。 
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